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防災・減災、国土強靱化のための５カ年加速化対策（令和２年１２月１０日閣議決定）



概 要：令和元年房総半島台風（台風１５号）では、既往最大風速を更新する局地的な強風等により約2,000本の電柱
が倒壊し、道路閉塞に伴う通行止め等により復旧活動に支障が生じた。
電柱倒壊による道路閉塞のリスクがある市街地等の緊急輸送道路において、道路閉塞等の被害を防止する
無電柱化を実施する。

府省庁名：国土交通省

本対策による達成目標

◆中長期の目標

◆５年後（令和７年度）の状況

◆実施主体

市街地等の緊急輸送道路における無電柱化対策

電柱倒壊による社会的影響が大きい市街地等の緊急輸送道路に
おいて、電柱倒壊による道路閉塞を未然に防ぎ、大規模災害時の
被害の軽減を図るとともに、救急救命・復旧活動に必要な交通機能
を確保する。
・電柱倒壊のリスクがある市街地等の緊急輸送道路(約20,000km)に
おける無電柱化着手率
現状：約38％（令和元年度）
中長期の目標：100％
本対策による達成年次の前倒し
令和44年度 → 令和41年度

・達成目標：約52％
・電柱倒壊による道路閉塞のリスクがある市街地等の緊急輸送道路
において、新たに延長約2,400㎞について無電柱化に着手する。

・国、地方自治体、電線管理者

整備後

市街地の緊急輸送道路における無電柱化事例

〔千葉県館山市船形〕〔千葉県千葉市稲毛区〕

令和元年台風１５号による電柱倒壊状況

整備前

《環状７号線（東京都）》
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【 沿道民地の電柱イメージ 】【 沿道民地の電柱が倒壊し道路を閉塞した例 】

国道５５号 高知県安芸市

【 道路の閉塞を防止する仕組み（イメージ）】

○沿道民地からの工作物等の倒壊による道路閉塞を防止する仕組みが必要

民 地道路区域民 地
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踏切道改良促進法等の一部を改正する法律案（令和３年１月２９日閣議決定）



道路法改正案

（届出対象区域内における工作物の設置の届出等）
第四十四条の二 道路管理者は、沿道区域（前条第二項の規定により同条第三項の規定による措置の対象となるものとして
工作物が公示されたものに限る。）の全部又は一部の区域を、届出対象区域として指定することができる。

２ 道路管理者は、前項の規定による届出対象区域の指定をしようとする場合においては、条例（指定区間内の国道にあって
は、国土交通省令）で定めるところにより、あらかじめ、その旨及びその区域を公示しなければならない。

３ 届出対象区域の区域内において、工作物（前条第二項の規定により公示されたものに限る。）の設置に関する行為をしよう
とする者は、当該行為に着手する日の三十日前までに、条例（指定区間内の国道にあっては、国土交通省令）で定めるところ
により、行為の種類、場所、設計又は施行方法、着手予定日その他の条例（指定区間内の国道にあっては、国土交通省令）
で定める事項を道路管理者に届け出なければならない。

４ 次に掲げる行為については、前項の規定は、適用しない。
一 軽易な行為その他の行為で条例（指定区間内の国道にあっては、国土交通省令）で定めるもの
二 非常災害のため必要な応急措置として行う行為
三 国又は地方公共団体が行う行為

５ 第三項の規定による届出をした者は、その届出に係る事項のうち条例（指定区間内の国道にあつては、国土交通省令）で
定める事項を変更しようとするときは、当該事項の変更に係る行為に着手する日の三十日前までに、条例（指定区間内の国
道にあっては、国土交通省令）で定めるところにより、その旨を道路管理者に届け出なければならない。

６ 道路管理者は、第三項又は前項の規定による届出があつた場合において、その届出に係る行為が災害が発生した場合に
おいて道路の構造に損害を及ぼし、又は交通に危険を及ぼすおそれがあると認めるときは、その届出をした者に対し、その届
出に係る行為に関し場所又は設計の変更その他の必要な措置を講ずべきことを勧告することができる。
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○ 緊急輸送道路の沿道区域において倒壊による道路閉塞の可能性がある工作物を設置する際に、
道路管理者への届出を要することとし、必要に応じて勧告する等、事前調整を実施


